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筑波大学特別支援教育研究センター・国立大学法人
障害児教育関連センター連絡協議会共催セミナー
第18回シリーズ：
「特別支援教育の伸展（3）―情報の集約と発信―」
平成27年３月27日（金）
講演「学習上の支援機器等教材の活用と普及」
独立行政法人国立特別支援教育総合研究所　総括研究員　金森　克浩氏
講演概要
Ⅰ　情報化の流れの中での特別支援教育
平成 22 年，「教育の情報化に関する手引」を文部
科学省が出した。この手引は，指導要領の改訂に合
わせて，約 10 年おきに作られているが，今回の手引
きも現行の指導要領に合わせて作られた。この中で，
特別支援教育に関する ICT活用の章があり，様々な
使い方が書かれている。文部科学省のサイトにも掲
載されている。
平成 23 年，「教育の情報化ビジョン」が文部科学
省から出された。視覚障害の生徒さんにはどんなこ
とがあるか，聴覚障害の生徒さんにはどんなことが
あるかなど，様々な例が示されている。それと同時
に，障害の状態や特性に応じたソフトウェアの開発，
情報端末等の子どもたちのアクセシビリティの保障
が，これから必要であるとしている。
平成 25 年，「第 2期教育振興基本計画」「日本再興
戦略」「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」が閣議決定さ
れた。この中で，各教室への電子黒板の設置など，
ICTに関する様々な提言がされた。
平成 26 年，「学びのイノベーション事業（文部科
学省）」「フューチャースクール推進事業（総務省）」
の報告書が出ている。特別支援教育関係では，２校
の病弱特別支援学校が研究指定を受けていて，一人
に一台ずつの情報端末，またすべての教室に電子黒
板や無線 LANを配備して，どんな教育ができるか実
証実験された。
本年度から，「先導的な教育体制構築事業（文部科
学省）」「先導的教育システム実証事業（総務省）」が
行われている。ここでは，佐賀県の中原特別支援学
校がモデル校になっている。
国立特別支援教育総合研究所では，二つの大きな
テーマを掲げ中期特定研究を行っている。一つは，
インクルーシブ教育システムの構築である。もう一
つは ICTの活用で，来年度まで 5年間の研究として
進めている。
Ⅱ　特別支援教育における支援機器・教材の活用と
普及に関する国の取り組み
１　国連障害者の権利に関する条約
日本は，平成 26 年 1 月に 140 番目の締約国として
「国連障害者の権利に関する条約」を批准した。批准
にあたり，様々な環境整備，特にＩＣＴにつながる
ような整備をしてきた。
２　障害者基本法改正
平成 23 年の「障害者基本法」の改正の中では，適
切な教材等の提供，学校施設の整備，その他の環境
の整備をするようにと書かれている。この環境整備
の中に，ICTの整備も含まれている。
３　共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シ
ステム構築のための特別支援教育の推進（報告）
平成 24 年の「共生社会の形成に向けたインクルー
シブ教育システム構築のための特別支援教育の推進」
の報告では，合理的配慮と基礎的環境整備も書かれ
た。その一つが，情報・コミュニケーション及び教
材の配慮である。それぞれの障害について必要とな
ることが書かれている。例えば肢体不自由では，書
字や計算が困難な子どもや話し言葉が不自由な子ど
もに対して，能力に応じた教材の提供をしたり，パ
ソコンや文字盤などの機器を活用したりするなどと
している。音声出力型の機器なども，特別支援学校
の先生方から，コミュニケーションを支援するため
に必要であると出されている。
４　障害者差別解消法
平成 25 年の「障害者差別解消法」では，合理的配
慮の不提供の禁止が書かれており，国や地方公共団体
は法的義務を負う。人のサポートは当然必要であり，
制度的なものも必要だが，ICTの活用も障害のある人
にとっては必要な要素と考えてもよいかと思う。
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５　障害のある児童生徒の教材の充実について（報告）
（1）基本的考え方
平成 25 年 8 月に，「障害のある児童生徒の教材の
充実について」の報告が出されている。基本的考え
方として，学びの充実を図るには，教材を効果的に
活用し，適切な指導を行うことが必要とされている。
そのためには，必要な教材の整備，開発とともに，
情報収集や発信が必要であり，適切な指導のための
体制整備の充実が求められている。この報告を受け，
学習上の支援機器等教材の活用についての様々な方
策を，文部科学省が例示している。
（２）今後の方策
　①　国等の役割
　 国等の役割の一つとして，全国レベルで情報交
換するためのデータベースの作成があり，研究所
がミッションとして行っている。その他に，研究
開発の支援，ボランティア団体等の支援，外部専
門家による支援，養成のための研修等の実施など
も，国の役割としてあげられている。
　②　教育委員会の役割
　 教育委員会の役割としては，地方財政措置での
国からの予算を，教材の整備のためにきちんと使
うように書かれている。それから，研修等の実施，
先進的な取組に関する情報提供をするようにと
なっている。また，特別支援学校がセンター的機
能を発揮して，教材の貸出しや活用方法等の指導，
助言をするようにと書かれている。
　③　学校の体制整備
　 学校の役割として，組織的な対応が必要として
いる。今年度研究所で ICTの活用法の調査をして
いるが，半分以上の学校は校内で組織化されてい
るものの，分校や分教室など少人数の学校ではな
かなか体制整備がされていない。その他には，児
童生徒の教育的ニーズに応じた教材や支援機器を
充実，活用するようにと書かれている。特別支援
学校においては，外部専門家の配置やセンター的
機能の活用などもあげられている。
　④　教員の知識の習得及び指導法の改善
　 教員自身の知識の習得及び指導方法の改善では，
個別の指導計画に教材等に係る合理的配慮の内容
を明記するということが記されている。教材や支
援機器などについても，学習の困難を支援するた
めに個別の指導計画に記述してもらいたいと書か
れている。一人一人の障害の状態や特性を理解し
た上で，適切な教材等を用いた適切な指導を行う
ための知識，技能の修得が言われている。しかし，
先生方も忙しく，一人一人がすべてを知っている
ということは難しいので，外部専門家による支援
も必要だと書かれている。前述の ICTの全国アン
ケート調査でも，ICTの支援員がいるか聞いたと
ころ，１％いくかどうかでなかなかいないという
結果であった。予算措置の関係もあるが，外部専
門家などによる ICT支援が求められると思う。他
には，保護者との連携が必要であるとしている。
　⑤　産業界・大学等との連携
　 産業界・大学等との連携ということでは，学校
と企業等との情報交換が促進される仕組みが必要
であると書かれている。また，教材等の作成に関
しては，大学，高専，専修学校，ボランティア団
体との連携が言われている。
　 具体的には，「学習上の支援機器等教材活用促進
事業」の中で，大学や民間企業がニーズを調査し
た上で開発をし，学校では実践研究を行うと示さ
れている。今年度は，「学習上の支援機器等教材
研究開発支援事業」で 11 の実施機関が開発をして
おり，様々な障害の生徒さんに，教科書や教材の
デジタルデータの作成などがされている。そして，
「支援機器等教材を活用した指導方法充実事業」で
は，文部科学省の研究指定校として７機関 14 の
学校が，専門家をどう活用するかなど実証研究を
行っている。この事業は，平成 26 年度，27 年度
の２年間で行うということである。
　 「教科書デジタルデータを活用した拡大教科書，
音声教材等普及促進プロジェクト」は平成 18 年の
教科書バリアフリー法を踏まえた取り組みである。
デジタル図書を使ったほうが学びやすい方が多く，
視覚障害の方だけでなく，発達障害や肢体不自由
の生徒さんでも，教科書のページが紙では捲れな
いので，コンピューターの中にデータが入ってい
ればスイッチ一つで操作できる。そういったもの
をうまく提供する仕組みを作ろうとしている。リ
ハビリテーション協会の DAISYや，東大先端研の
Wordや EPUBなどが，それにあたる。視覚障害の
ある子どもは，教科書のデータをタブレット端末
に入れて拡大すると見やすいということで，学習
に使っていると聞いている。
６　特別支援教育就学奨励費の拡充（案）
就学奨励費の拡充として，今年度から ICT機器を
購入した場合，高等部の生徒一人につき５万円を加
算することになった。保護者等の収入等による支弁
区分でⅢ段階では，補助はなしということが多かっ
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たが，ICT機器に関しては段階に関係なく一人５万
円加算される。学習の支援のための道具として予算
がつくことで，BYOD（ブリング・ユア・オウン・
デバイス）として自分の機械を持ってきて学習をす
るというのが今の流れである。今までは，学校にパ
ソコン室があって，用意されたもので学ぶというこ
とだったが，今後の ICTの活用は，自分の機械を学
校に持って行って学習するという流れが来るのでは
ないか。これまでの学用品・通学用品購入の補助と
合わせると，８万円を超えるくらいのものが買える
ということになっている。最近はタブレット端末が
多いが，そういうものを使って学習していこうとい
う流れになっている。
Ⅲ　特別支援教育総合研究所の取り組み
１　特別支援教育教材ポータルサイトの構築
今年度の研究所の二つの大きな事業の一つが，
ポータルサイト構築である。障害のある児童生徒の
ために，ICTを活用した様々な情報や指導方法，活
用事例について提供をするということで作った。今
年度中に作るということで，微調整をしているとこ
ろである。
「教材・支援機器を探す」「実践事例を探す」とい
うのがメインとなる。教材等を探すサイトは全国にさ
まざまある。しかし，大事なのは教材だけではなく，
それをどういうふうに使うか，どういう実践がある
かということとセットにしないと，物だけを紹介する
だけになってしまい，使い方や考え方が伝わらない。
そこで，実践事例がメインになるような作りにした。
実践事例に紐付いて教材が出てくる形になっていて，
相互にリンクをしている形となっている。
その他に，初めて見た方がこれは何かと興味を
持っていただきたいということもあり，トップペー
ジ右側に教材等の写真が載っている。教材のデータ
ベースの写真がランダムにあり，そこをクリックす
ると教材のところに行く仕組みとなっている。また，
実際には細かく項目で探すより，キーワードで探さ
れるかと思い，真ん中のところはキーワード検索を
するようになっている。他に，研修会，展示会の情
報，関係する情報などを入れるようになっている。
「教材・支援機器を探す」をクリックすると，
「データベースの利用条件を良く読んでからご利用
ください」と表示される。ＯＫを押すと利用条件の
ページに飛び，こういう使い方をしてくださいと利
用上の留意点が出てくるようになっている。必ずし
もその機器がその使い途しかないということではな
いということがわかってもらえるよう，配慮してい
る。また，「本サイトの使い方ガイド」で使い方の紹
介が載っていて，大まかな使い方が分かるというこ
とになっている。この利用上の留意点を見ていただ
ければ，先ほどの注意書きは出なくなる。
「教材・支援機器を探す」のページでは，キーワー
ドで探してもよいし，条件を絞り込んで，対象の障
害や特性，ニーズなどの条件で探すこともできるよ
うになっている。対象の障害については，今回オー
プンする部分は，以前行ったＩＣＴの活用に関する
研究の中で集めた 40 数件の実践事例集から持ってき
たものである。言語障害等については，これから順
次付与していく予定である。
例えば，肢体不自由の教材では，タブレットのソ
フトで作図をする教材がある。「詳細を表示」をク
リックすると，細かい情報が見られる。特徴的なの
は，探した教材そのものだけだと情報が広がらない
ので，一番下のところに「類似データベース情報」
としてキーワードから関係するような教材を自動で
出してくれるようになっている。この教材に関連す
る実践事例の一つとして，「数学での図形の作図活
動における情報機器の利用」というものが出ている。
これは，筑波大学附属桐ヶ丘特別支援学校の先生方
にお書きいただいた実践事例である。事例について
の概要が書いてあるが，これは研究所で集めた情報
ソースなので，事例の詳細については PDFファイル
を入れている。「事例」をクリックすると，詳しい事
例の概要が見えるようになっている。「数学での図形
の作図活動における情報機器」の利用として，こん
な使い方をしたということが出る作りである。
今後は，研究所で集めたデータベースだけだと限
られたものになるので，全国の特別支援学校や教育
センターと連携して，サマリーの部分だけを置き，
そこからリンクを張って教育センターや教育委員会
のホームページに飛ぶような仕組みを考えており，
ご協力をお願いしている。その関係もあって，デー
タ提供元があって，そこに飛ぶようになっている。
その他に，教材 ･ 支援機器に関する情報として，
リンクリストのようなものを載せるところがある。
研究所としてのホームページもあるが，インクルー
シブ教育支援システムのデータベースには全国の先
生方が興味を持って見にきている。他にも，発達障
害情報・支援センターなども載せている。連携をさ
せていただいているサイトについては，そのサイト
が自動的に更新されると，こちらのページも更新さ
れるようにしている。発達障害情報・支援センター
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の教材のデータベース，iライブラリーというサイ
ト，また他の教育センターでも更新されると，こち
らも更新されるという仕組みの作り込みをしている。
研修会などの情報も載せて見ていただくように
なっている。
このポータルサイトは，研究所のホームページの
ウェブサイトに，「支援教材ポータル」という名称で
出ることになっている。「特別支援教育教材ポータル
サイト」が正式名称だが，「支援教材ポータル」とい
うのを愛称にするつもりで，これで検索するとトッ
プに出るようにしようと思っている。
２　教材・支援機器の活用に関する研修会
（1）特別支援教育教材・支援機器等の活用のための
研究協議会
平成 26 年 8 月に，「特別支援教育教材・支援機器
等の活用のための研究協議会」を 2 日間の日程で
行った。文部科学省の丹羽登先生に行政説明をして
いただいた。兵庫教育大学の小川修史先生には，2
日にわたりワークショップをしていただいた。また，
東京大学の中邑賢龍先生から講演をいただいた。ポ
スターセッションについては，8件ほど発表してい
ただいた。研究所もＩＣＴの研究をしているので，
その紹介をさせていただきながら，情報交換をした。
（2）機器の展示会
　①　国立特別支援教育総合研究所公開
　 研究所では，iライブラリーという機器や教材の
展示室があるので，いろいろな方に見てきていた
だき，機器の紹介をさせていただいた。
　②　特別支援教育教材・支援機器等展示会
　 平成 26 年 12 月には，京都国際会館で特別支援
教育機器の展示会を開催した。京都市の教育委員
会の後援もいただき，市長さんもいらっしゃった。
12 団体ほどの現場の先生方に来ていただいて，デ
モンストレーションを行った。それから，研究所
の研究の成果や教材や機器の開発を報告するポス
ターブースを設けた。筑波大学附属の先生，肢体
不自由の学校の先生，盲学校の先生などに来てい
ただき，展示ブースを設けた。小学校の先生にも
お二人ほど来ていただき，小学校での活用の紹介
もしていただいた。
　③　国立特別支援教育研究所セミナー
　 毎年行っているセミナーで，３人の方に教材，
機器の紹介をお願いした。
　 長野県稲荷山養護学校の青木高光先生は，肢体
不自由と知的障害の指導の先生で，研究所の研究
でも協力していただいている。知的障害や肢体不
自由の特別支援学校では，ドロップレットシンボ
ルというものが普及してきているが，青木先生の
学校の養護教諭の先生が，絵を描いている。最近
は，スマートフォンなどでドロップレットが使わ
れているということで，ご紹介されていた。
　 島根県松江市立意東小学校の特別支援学級の井
上賞子先生には，「今この子が学べる」を目指して
ということで，学習を支援する教材を紹介してい
ただいた。井上先生は，たくさん教材を作られて
いる。研究所では，教材・教具のコンテストみた
いなものを何年か前まで行っていたが，そのコン
テストで何回か入賞しているというすごい方であ
る。教材・教具を作るのだけがすごいのではなく，
実践も豊富にされている先生である。井上先生は，
京都の展示会にも来ていただき，様々な教材を紹
介していただいた。
　 大阪府立視覚支援学校の山本一寿先生は，視覚
障害教育においてタブレットやスマホ，パソコン
の教材の実践をされている。山本先生はご自身が
プログラミングが堪能で，最近はいくつか iPad用
のタブレットのソフト開発をして紹介している。
また，視覚障害の生徒さんへのデジタル教科書の
研究協力もされていて，機器，点字での入力の仕
方，実際の活用などについて紹介していただいた。
３　今後の活動
来年度からは，ポータルサイトでは，より様々な
実践事例を増やして，それに合わせて教材等を載せ
るようにしていきたい。
また，教材等の展示会については，平成 27 年度も
研究所のセミナーで行おうと思っているが，特別支
援教育関連センター連絡協議会と研究所が協力して
機器の展示会や研究協議会を開き，全国的に協力を
進めていこうと考えている。
【特別支援教材ポータルサイト（支援教材ポータル）】
http://kyozai.nise.go.jp
